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○ 標準仕様書【第6.0版】を改定するための主な検討論点及び改定時期は以下です。

改定時期関連個所見直しの契機検討論点No

令和９年１月

２～12頁制度改正
令和９年度（第10期）介護保険制度の見直しの検討

※介護報酬改定を含む
１

13～14頁制度改正以外
一部機能経過措置の対象機能等の標準化基準上の取扱
いに係る検討

２

※１ 現時点では制度改正に関する内容について、検討中や詳細整理中のものが含まれており、今後変更が発生する可能性があります。

また、機能要件の適合基準日についても施行時期等を踏まえ設定する予定であり、内容と合わせて検討する予定です。

※２ 地方公共団体情報システムの標準化に関する法律に基づき定める厚生労働省関係システムに関する標準化基準を踏まえた機能標

準化基準の策定作業に伴う訂正を必要に応じて、実施する予定です。（15頁参照）

※３ 標準化PMOツールや関係省庁、検討会構成員からのご意見・ご質問等を踏まえ、上記の改定時期に合わせて標準仕様書の見直しを

予定しています。 （15頁参照）

１．令和８年度下期に検討を要する主な論点について
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２．検討論点１の対応概要について（1/11）

○ 検討論点１「令和９年度（第10期）介護保険制度の見直しの検討」については、令和８年６月25日に公布されました「社会福
祉法等の一部を改正する法律」等を踏まえ、標準仕様書へ反映が必要なものを検討する予定です。
なお、改正内容の詳細について整理中のものが多く、本資料では標準仕様書に影響する可能性があり得るものを挙げてい

ますが、今後の整理結果等により、標準仕様書への影響が発生しない可能性があります。
（標準仕様書の改定は必要ないが、介護保険システムの改修は必要となるケースもあります。）

○ 検討論点１の各論としては以下のとおりになります。詳細は次頁以降を参照ください。

検討中の内容を含む

令和９年１月での
標準仕様書改定想定

(データ要件・連携要件含む)

施行時期検討論点１の各論No

あり
令和９年４月
（一部未定）

電子資格確認の導入、被保険者証の返還等に関する事項１

あり施行済介護分野におけるDXの推進への対応２

あり令和９年４月特定地域サービスの創設３

なし
令和９年４月
(経過措置あり、

令和12年３月まで請求可能)
夜間対応型訪問介護の廃止に関する事項４

あり令和９年４月要介護認定等の申請に関する手続の代行に関する事項５

あり令和９年４月介護予防・日常生活支援総合事業の見直しに関する事項６

未定令和９年４月第一号介護予防支援事業の実施に関する事項７

あり
（令和９年度以降）

未定
（公布後３年以内施行）

登録施設介護支援及び登録施設介護予防支援の創設等に関する事項８

あり令和９年８月補足給付に関する給付の在り方９

あり令和９年４月第10期の保険料段階の設定10

上表の内容に変更や追加等がある場合は、必要に応じて共有します。
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２．検討論点１の対応概要について（2/11）

○（No.１）電子資格確認の導入、被保険者証の返還等に関する事項

検討中の内容を含む

令和９年１月での標準仕様書改定想定
［凡例］ ○：影響の可能性あり、－：影響なしの見込み

○業務フロー

－機能・帳票要件

－帳票詳細要件

－帳票レイアウト

－データ要件

－連携要件

＜影響概要＞
被保険者証の提示等に関する運用面の変更が主な内
容であると想定されるため、業務フローへの反映（補足
追記等）が必要であれば実施する予定

＜備考＞
図の（３）以外は令和９年４月１日、（３）は公布の日（令
和８年６月25日）から起算して３年を超えない範囲内に
おいて政令で定める日から適用されるものと思われる。

【出典】介護保険最新情報Vol.1518「社会福祉法等の一部を改正する法律の公布について（通知）」

電子資格確認の導入、被保険者証の返還等の所要の改正が行われることを受け、内容に応じて標準仕様書への反映を行う予定で
す。
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２．検討論点１の対応概要について（3/11）

○（No.２）介護分野におけるDXの推進への対応

検討中の内容を含む

令和９年１月での標準仕様書改定想定
［凡例］ ○：影響の可能性あり、－：影響なしの見込み

－業務フロー

○機能・帳票要件

－帳票詳細要件

－帳票レイアウト

－データ要件

○連携要件

＜影響概要＞
介護情報基盤との連携におけるインタフェース仕様書
（第2.1版）の改版内容による、標準仕様書への影響は
ありませんが、今後の改版等によって影響が生じる可
能性があります。

＜備考＞
介護情報基盤との連携におけるインタフェース仕様書
が、令和８年度中に更なる改版が行われるかは未定で
あるため、標準仕様書の改定は無しとなる可能性があ
ります。

令和８年７月30日に事務連絡「「介護情報基盤との連携におけるインタフェース仕様書（第2.1版）」について」が発出され、介護情報
基盤との連携におけるインタフェース仕様書が改版されているため、内容に応じて標準仕様書への反映を行う予定です。
また、今後、インタフェース仕様書の更なる改版が行われた場合は、標準仕様書への影響がある場合は必要に応じて見直す予定で
す。

【出典】WAMNET掲載「「介護情報基盤との連携におけるインタフェース仕様書（第2.1版）」について」
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２．検討論点１の対応概要について（4/11）

○（No.３）特定地域サービスの創設

検討中の内容を含む

令和９年１月での標準仕様書改定想定
［凡例］ ○：影響の可能性あり、－：影響なしの見込み

－業務フロー

○機能・帳票要件

－帳票詳細要件

－帳票レイアウト

○データ要件

－連携要件

＜影響概要＞
標準仕様書に定めている現行の基準該当サービス等
に係る機能要件と同等の機能要件を新規追加、もしく
は修正にて改定することが想定される。

特定地域サービスの創設について、特例介護サービス費の支給対象となるサービスの一類型であり、高額介護サービス費や区分
支給限度基準額管理となる等が示されており、現行の基準該当サービス等に係る運用と同等になるから、変更内容に応じて標準仕
様書への反映を行う予定です。

【出典】令和８年度 全国介護保険担当課長会議資料「資料５ 認知症施策・地域介護推進課」
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２．検討論点１の対応概要について（5/11）

○（No.４）夜間対応型訪問介護の廃止（定期巡回・随時対応型訪問介護看護への統合）

検討中の内容を含む

令和９年１月での標準仕様書改定想定
［凡例］ ○：影響の可能性あり、－：影響なしの見込み

－業務フロー

－機能・帳票要件

－帳票詳細要件

－帳票レイアウト

－データ要件

－連携要件

＜影響概要＞
減免／減額認定における証の裏面に記載されている
対象サービスに夜間対応型訪問介護が含まれている
ため、廃止に合わせて表記の削除対応が必要。

＜備考＞
令和11年度末まで経過措置期間が設けられたため、令
和８年度中の改定は見送り、令和９年度以降の適切な
時期に改定を行うことになる。

夜間対応型訪問介護が廃止され、定期巡回・随時対応型訪問介護看護へ統合されるため、内容に応じて標準仕様書への反映を行
う予定です。
なお、先般成立した「社会福祉法等の一部を改正する法律」においては、両サービスを統合することとし、夜間対応型訪問介護につ
いては令和８年度末（現在の第９期計画期間）をもって廃止し、経過措置を設けることとされたため（令和11年度末まで（第10期計画
期間中）は経過措置として、従前どおりの実施が可能） 、令和９年度以降の適切な時期に改定を行うことになる予定です。

【出典】令和８年度 全国介護保険担当課長会議資料「資料１ 総務課」

【出典】社会保障審議会介護給付費分科会（令和８年８月５日付）
「資料１ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護及び夜間対応型訪問介護」
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２．検討論点１の対応概要について（6/11）

○（No.５）要介護認定等の申請に関する手続の代行に関する事項

検討中の内容を含む

令和９年１月での標準仕様書改定想定
［凡例］ ○：影響の可能性あり、－：影響なしの見込み

－業務フロー

－機能・帳票要件

－帳票詳細要件

○帳票レイアウト

－データ要件

－連携要件

＜影響概要＞
要介護・要支援の認定申請書（２帳票）に設定している
固定項目の名称変更

＜備考＞
変更後の名称が最終的に通知等で周知される必要が
ある。
令和９年４月１日申請から適用されるものと思われる。

要介護認定・要支援認定の申請に関する手続の代行ができる者として、下図のとおり事業者や施設が追加される予定であるため、
変更内容に応じて標準仕様書への反映を行う予定です。

【出典】介護保険最新情報Vol.1518「社会福祉法等の一部を改正する法律の公布について（通知）」

【出典】令和８年度 全国介護保険担当課長会議資料「資料６ 老人保健課」
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２．検討論点１の対応概要について（7/11）

○（No.６）介護予防・日常生活支援総合事業（サービス・活動C）の見直しに関する事項

検討中の内容を含む

令和９年１月での標準仕様書改定想定
［凡例］ ○：影響の可能性あり、－：影響なしの見込み

－業務フロー

－機能・帳票要件

－帳票詳細要件

－帳票レイアウト

○データ要件

－連携要件

＜影響概要＞
国保連インタフェース仕様の変更に合わせて対応する
ことになる想定であり、標準仕様書への影響は最小限
になる想定である。

＜備考＞
現行のサービス種類とは別に、サービス・活動Cのコー
ドが新たに追加される前提での影響想定であるため、
今後の詳細内容によって影響範囲等が変わる可能性
もある。

介護予防・日常生活支援総合事業について、各自治体においてサービス・活動 C を効果的に推進するために、指定事業者による
請求・支払いの仕組みを活用して、介護レセプトとして実施の状況等を収集する新たな仕組みが構築されるため、変更内容に応じて
標準仕様書への反映を行う予定です。

【出典】令和８年度 全国介護保険担当課長会議資料「資料６ 老人保健課」
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２．検討論点１の対応概要について（8/11）

○（No.７）第一号介護予防支援事業の実施に関する事項

検討中の内容を含む

令和９年１月での標準仕様書改定想定
［凡例］ ○：影響の可能性あり、－：影響なしの見込み

－業務フロー

－機能・帳票要件

－帳票詳細要件

○帳票レイアウト

－データ要件

－連携要件

＜影響概要＞
介護予防サービス計画作成・介護予防ケアマネジメント
依頼（変更）届出書の記載箇所等の影響が考えられる
ため、見直しが行われる場合は修正する見込み。

＜備考＞
具体的な内容等によって影響箇所が決まるため、影響
なしとなる可能性もある。

第一号介護予防支援事業（介護予防ケアマネジメント）について、市町村から居宅介護支援事業所への直接実施を可能とする予定
であるため、変更内容に応じて標準仕様書への反映を行う予定です。

【出典】介護保険最新情報Vol.1518「社会福祉法等の一部を改正する法律の公布について（通知）」

【出典】社会保障審議会介護保険部会（令和７年１２月２５日付）
「介護保険制度の見直しに関する意見（概要）」
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２．検討論点１の対応概要について（9/11）

○（No.８）登録施設介護支援・登録施設介護予防支援の創設

検討中の内容を含む

令和９年１月での標準仕様書改定想定
［凡例］ ○：影響の可能性あり、－：影響なしの見込み

－業務フロー

○機能・帳票要件

○帳票詳細要件

○帳票レイアウト

○データ要件

－連携要件

＜影響概要＞
登録施設介護支援・登録施設介護予防支援の創設に
伴う、機能要件や帳票要件の新規作成・修正等の必要
な改定を行う。

＜備考＞
登録施設介護（予防）支援の導入について、施行日は
「公布後３年以内に政令で定める日」とされているため、
今後の提示内容によって改定時期は検討する。
（令和８年度中の改定は無しとする可能性が高い。）

登録制の対象となった有料老人ホームの入居者に対する新たな相談支援類型として、新たに登録施設介護（予防）支援が創設され
るため、変更内容に応じて標準仕様書への反映を行う予定です。

【出典】令和８年度 全国介護保険担当課長会議資料「資料５ 認知症施策・地域介護推進課」
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２．検討論点１の対応概要について（10/11）

○（No.９）補足給付に関する給付の在り方

検討中の内容を含む

補足給付の所得段階の

区分の細分化（R9.8～）

【出典】令和８年度 全国介護保険担当課長会議資料「資料３－２ 介護保険計画課（２）」

令和９年１月での標準仕様書改定想定
［凡例］ ○：影響の可能性あり、－：影響なしの見込み

－業務フロー

－機能・帳票要件

－帳票詳細要件

－帳票レイアウト

○データ要件

－連携要件

＜影響概要＞
所得段階は管理項目「利用者負担段階コード」として定
めており、データ要件のコード定義への影響のみと想
定している。

＜備考＞
精緻化後の段階の名称やコード値について、現行との
兼ね合いも含めて定める必要がある。また、国保連イ
ンタフェース仕様と整合させる必要がある。
令和９年８月１日から適用されるものと思われる。

下図のとおり、令和９年度中に、所得段階の設定を精緻化し、「第３段階①イ（年金収入等100万円超120万円以下）」及び「第３段階
②イ（年金収入等140万円超）」の所得段階について、負担限度額を引き上げるとされていることから、変更内容に応じて標準仕様書
への反映を行う予定です。



12

２．検討論点１の対応概要について（11/11）

○（No.10）第10期の保険料段階の設定

検討中の内容を含む

【出典】令和８年度 全国介護保険担当課長会議資料「資料３－１ 介護保険計画課（１）」

令和９年１月での標準仕様書改定想定
［凡例］ ○：影響の可能性あり、－：影響なしの見込み

－業務フロー

－機能・帳票要件

－帳票詳細要件

－帳票レイアウト

○データ要件

－連携要件

＜影響概要＞
過去の制度改正等と同等の保険料段階の設定であれ
ば、標準仕様書として影響が考えられるのはデータ要
件のコード定義のみであり、実装済機能の設定追加・
変更等で対応できるものと想定している。

＜備考＞
今後の議論・検討により、保険者の段階設定や第１号
被保険者の所得の状況等の考慮する内容に見直しが
あり、被保険者の負担能力に応じた保険料設定を踏ま
えた激変緩和等の措置がある場合は影響が大きくなる
想定である。

下図のとおり、「保険者の段階設定や第１号被保険者の所得の状況等を踏まえ、被保険者の負担能力に応じた保険料設定につい
て、引き続き検討を行うことが適当である。」とする方向性を踏まえ、具体的な第10期の保険料段階の設定について、介護保険部会
等での議論を行うとされていることから、変更内容に応じて標準仕様書への反映を行う予定です。

【出典】第136回社会保障審議会介護保険部会資料「資料１ 第１号保険料の在り方について」
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３．検討論点２の対応概要について（１/２）

○ 検討論点２「一部機能経過措置の対象機能等の標準化基準上の取扱いに係る検討」については、デジタル庁より
示されました「標準仕様に対応したシステムに対する一部機能の経過措置について」の内容を踏まえて、一部機能の
経過措置となった対象機能等についての検討を予定しています。

【出典】 デジタル庁ホームページ 「標準準拠システム移行後の経過措置（一部機能の移行後の実装等）について」

制度所管省庁にて、令和９年度
末までに所要の検討を行うとされ
ているため、下期に検討を行いま
す。具体的な検討方針（案）に
ついては、次頁以降のとおりです。
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○ 介護保険に関する一部機能経過措置の対象機能等は、未実装機能155件、未実装帳票６件、残存機能24件、
残存帳票27件となっています。

なお、未実装機能及び未実装帳票は、実装必須とされている機能及び帳票のうち、実装するまで最長３年間（令
和10年度末まで）の経過措置が認められたものであり、残存機能及び残存帳票は、ホワイトリスト方式により実装
が認められないものを含む実装不可機能のうち、削除するまで最長３年間（令和10年度末まで）の経過措置が認め
られたものです。

これらの対象機能等について、標準化基準上の取扱いに係る検討に資するよう、事務局において以下のイメージ
で分類化し、対応方針（案）を示す予定です。

３．検討論点２の対応概要について（２/２）
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４．その他の対応概要について 検討中の内容を含む

○ 検討論点以外の内容で、機能標準化基準の策定作業に伴う訂正や標準化PMOツールや関係省庁、検討会構成
員からのご意見等を踏まえた見直しとして、以下について標準仕様書の改定を予定しています。

帳票レイ
アウト

帳票詳細
要件

機能・
帳票要件

業務
フロー

対応内容No

○○－－

高額医療合算介護（予防）サービス費支給額計算結果連絡票の見直し

（介護保険の高額医療合算介護（予防）サービス費の支給申請の手続の簡
素化に伴う対応）
※参考：介護保険事務処理システム変更に係る参考資料（高額医療・高額介護合算制度）

（令和８年６月12日事務連絡）

１

－－○－
認定ソフトのインタフェース仕様書に準拠した連携機能における機能要件に
おける表記見直し（連携要件等との整合対応）

２

○○－－
社会福祉法人等利用者負担軽減対象確認通知書等におけるシステム印字
項目の取り扱いの見直し（自治体からの意見）

３

○－－－

帳票タイトルの不統一の訂正（機能基準化基準の策定作業に伴う訂正）
 賦課-04_納入通知書（保険料額変更通知書）兼特別徴収額変更通知書、

特別徴収中止通知書（ハガキ様式）
 収納-07_介護保険料納付証明書（ハガキ様式）

４

上表は現時点で見込んでいる対応内容のため、今後の検討等によっては対応内容の追加や対応見送り等とする可能性があります。

［凡例］ ○：影響の可能性あり、－：影響なしの見込み


